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１１  指指針針策策定定のの目目的的  

   本市では、平成 17 年 12 月に「市政の再生」、「財政の再建」の実現に向けて

「門真市行財政改革大綱」及び「門真市行財政改革推進計画」を策定し、そ

の推進項目として、補助金等の整理合理化を図るため、「補助金・助成金交付

事業の見直し」を掲げ、見直しを行うこととしています。 

補助金等の交付は、地方自治法第２３２条の２の規定（「普通地方公共団体

は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができ

る。」）及び「門真市補助金等交付規則」等に基づき、公益上必要があると認

める事務又は事業に対して行ってきたものです。 

   補助金等は、これまでから行政サービスの向上を図る上で、一定の役割を果

たしてきたものでありますが、社会経済情勢が変化する中において、多様化・

高度化する市民ニーズへの対応や、行財政運営の公益性・公平性・透明性の

確保など、時代の変化に対応した見直しが必要です。 

   これらのことから、本指針に基づき、補助金等の意義、役割、必要性等を精

査し、縮小・廃止、事業費補助への転換、また、補助期間の終期の設定を行

うなど、補助金等の整理合理化に向けた抜本的な見直しを行うことを目的と

して策定するものです。 

 

 

２２  指指針針のの対対象象ととななるる補補助助金金等等  

   門真市補助金等交付規則及びその他の法令等に基づき、公益上必要があると

認める事務又は事業に対して交付している補助金、助成金及び交付金（以下

「補助金等」という。）とします。 

    なお、平成 18 年度当初予算における状況については、９９  補補助助金金等等のの一一覧覧

のとおりです。 

 

 

３３  見見直直ししのの基基本本方方針針  

   補助金等の交付における公益性・公平性・透明性の確保、また、限られた財

源の効率的・効果的な活用を図るため、次の基本方針に基づき、抜本的な見

直しを行います。 

 

⑴ 整理合理化の推進 

事業内容、市民ニーズ、また、公益性の度合いなど、様々な面から検証・

検討を行い、廃止を含めた見直しにより整理合理化を推進します。 
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⑵ 行政と民間の役割分担 

行政と民間の役割分担、行政として対応すべき必要性、また、経費負担

のあり方などを見直すことにより、個々の団体等の自主的・主体的な活動

を推進します。 

 

⑶ 事業費補助への転換 

個々の団体等に対する補助金等の交付については、運営経費に対する補

助を原則として廃止するとともに、事業目的の達成に向けて、資金的な支

援が必要な場合に補助を行う事業費補助への転換を図ります。 

 

⑷ 補助期間の終期設定 

補助金等交付の長期化・既得権化を防ぎ、また、市民ニーズや社会情勢

の変化などに対応するため、補助期間の終期の設定を行います。 

 

⑸ 総額の抑制 

限られた財源の効率的・効果的な活用を図るため、総額の抑制を図りま

す。また、今後、新たな補助金等の交付にあたっては、スクラップ・アン

ド・ビルドを原則に対応します。 

 

 

４４  交交付付基基準準 

   補助金等の交付においては、公益性・妥当性等の確保の観点から、次のとお

り交付基準を設定します。 

   

⑴ 事業の公益性について 

   ① 客観的にみて公益上必要であるもの 

② 市民・地域にとって、また、社会的になくてはならないもの 

     ③ 市民の自助・共助だけでは対応できないもの 

   ④ 地域での住民自治を促進するもの 

   ⑤ 地域経済の発展・活性化につながるもの 

   ⑥ 民間によるサービスと競合していないもの 

 

  ⑵ 事業の妥当性・効果性について 

   ① 支出根拠が明確で法令等に抵触していないもの 

② 事業内容が、補助金等の交付の趣旨や目的に沿ったもの 

   ③ 補助金等の交付によって、事業効果が期待できるもの 
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   ④ 補助金等を交付する手段以外で、事業目的の達成が図れないもの 

   ⑤ 市の施策との整合性が図られているもの 

   ⑥ 事業の目的・内容が今日的な市民ニーズ、市民感覚と合致しているもの 

 

 

５５  見見直直ししのの方方向向性性  

   見直しの基本方針及び交付基準に基づく見直しを行い、次のとおり、対象

となる補助金等の方向性を定めます。 

   

⑴ 継続するもの 

   ① 法令等により、補助金等の交付が義務付けられているもの 

   ② 国・府の補助金を財源の一部として充当している事業のうち、市の負担

が義務的であるもの 

   ③ 他の自治体との協議などにより、市の負担が決定しているもの 

   ④ 行政が実施すべき事業を補完して実施しているもの 

   

⑵ 廃止するもの 

   ① 事業の浸透・普及などにより、事業目的が達成されているもの 

   ② 社会経済状況などの変化により、事業効果が薄れているもの 

   ③ 事業目的が十分に達成されていないなど、事業効果が不明確なもの 

   ④ 国・府の制度廃止などにより、必要性が認められないもの 

   ⑤ 国・府制度と重複しているもので必要性が認められないもの 

 

⑶ 統合・縮小するもの 

   ① 補助団体の繰越金が補助額の一定割合を超えている団体に対するもの 

   ② 類似の補助事業等があり、統合により効果が上がると考えられるもの 

      

⑷ 事業費補助への転換 

① 個々の団体等に対する補助金等については、事業目的の達成に向けて、

資金的な支援が必要な場合に補助を行う事業費補助への転換を図ります。 

② 団体の設立時など、運営基盤が確立していない段階などにおいて支援

してきた個々の団体等に対する運営経費に対する補助については、原則

として廃止します。 

ただし、必要があると認める場合においては、補助対象経費の範囲の

見直し及び終期の設定を行うなど、段階的に縮減を図ります。 
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６６  補補助助額額のの適適正正化化等等 

補助額の適正化、また、補助金等間の公平性・公正性・透明性の確保を図

るため、補助対象経費の明確化を行うとともに、事業内容などを考慮の上、

補助率及び補助限度額の設定を行います。  

  

  

７７  補補助助期期間間のの終終期期設設定定 

  ⑴ 補助金等交付の長期化・既得権化を防ぎ、また、市民ニーズや社会情勢の

変化などに対応するため、補助期間の終期の設定を行います。 

  また、新規の補助金等の交付を行う場合においても、同様とします。 

 

  ⑵ 事業の目的達成度を評価・検証し、補助期間の終期後においても継続する

ことが妥当であるかを判断します。 

  

 

８８  そそのの他他 

補助金等の整理合理化に資する見直しについては、本指針に基づき、不断

の見直しを行うとともに、限られた財源の効率的・効果的な活用を図るため、

総額の抑制に努めます。 
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９９  補補助助金金等等のの一一覧覧                                   

（単位：千円） 

  補助金等名称 H18 予算額 

1 自治会館等借地補助金 978

2 防犯灯電気料金補助金 9,150

3 自治会館増改築事業補助金 500

4 自治会館建設等事業補助金 2,000

5 社会を明るくする運動門真市実施委員会補助金 200

6 市民農園事業補助金 1,696

7 水稲病害虫防除事業薬剤費補助金 405

8 生産調整特別推進事業補助金 432

9 農業振興事業補助金 200

10 農業用さく井事業補助金 3,000

11 農業用橋りょう架設等事業補助金 150

12 事業所福祉共済事業補助金 6,500

13 北河内地域労働者福祉協議会補助金 215

14 商業振興対策補助金 9,000

15 商業団体振興補助金 100

16 中小企業大学校等受講料補助金 308

17 空き店舗等活用促進事業補助金 5,115

18 ふる里門真まつり補助金 8,000

19 市民文化会館運営費補助金 50,000

20 生ごみ処理機器購入補助金 1,440

21 小地域ネットワーク活動推進事業補助金 18,072

22 簡易保育施設運営費補助金 64,040

23 家庭保育施設運営費補助金 3,861

24 民間保育園運営費補助金 85,328

25 障害者福祉作業所運営事業補助金 19,500

26 ジェイ・エス・ステージ短期入所事業補助金 350

27 知的障害者小規模通所授産施設運営事業補助金 86,900

28 精神障害者小規模通所授産施設運営事業補助金 39,600

29 門真市シルバー人材センター運営費補助金 17,462
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30 福祉農園補助金 48

31 老人無料入浴事業補助金 4,193

32 老人クラブ補助金 7,143

33 門真在宅サ－ビス供給ステ－ション整備費補助金 5,750

34 住宅改修支援事業補助金 32

35 既存民間建築物耐震診断補助金 1,025

36 財団法人門真市緑化推進センター運営補助金 5,000

37 水洗便所改造補助金 850

38 門真市教育研究会補助金 500

39 門真市小中学校生活指導研究協議会補助金 220

40 門真市教育研究指定校補助金 1,500

41 門真市中学校体育連盟補助金 51

42 児童・生徒引率費補助金 2,322

43 門真市公私立幼稚園協議会補助金 200

44 新教育課程研究活動補助金 2,300

45 クラブ活動費補助金 2,035

46 門真市奨学金 5,400

47 児童・生徒派遣費補助金 200

48 私立幼稚園就園奨励費補助金 122,576

49 私立幼稚園児保護者補助金 22,868

50 門真市学校保健会補助金 250

51 門真市学校給食会補助金 20

52 門真市人権教育研究協議会補助金 452

53 在日外国人教育推進助成等補助金 300

54 門真市在日外国人教育推進協議会補助金 428

55 校区体育祭補助金 2,400

56 市民総合体育大会補助金 450

57 スポーツ少年大会補助金 100

58 門真ハーフマラソン大会補助金 500

  補助金合計 623,615

1 門真市たばこ販売店組合助成金 350

2 自治連合会助成金 350
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3 保護司会助成金 300

4 門真市防犯協議会助成金 3,700

5 門真市暴力追放推進連絡協議会助成金 150

6 消費生活研究会助成金 300

7 守口門真商工会議所事業助成金 3,000

8 門真市国際交流協会助成金 1,000

9 国際交流事業助成金 200

10 門真市人権協会助成金 1,300

11 人権擁護委員会助成金 272

12 民生委員児童委員協議会助成金 2,500

13 遺族会助成金 450

14 社会福祉協議会助成金 21,739

15 地域福祉活動助成金 3,000

16 門真市医師会助成金 900

17 門真市歯科医師会助成金 700

18 門真市薬剤師会助成金 200

19 門真市献血推進協議会助成金 430

20 門真エイフボランタリーネットワーク助成金 350

21 大阪府公衆衛生協力会門真支部助成金 50

22 母子寡婦福祉会助成金 350

23 身体障害者福祉会助成金 350

24 原爆被害者の会助成金 230

25 聴覚障害児（者）親の会助成金 150

26 手をつなぐ親の会助成金 170

27 門真市木造賃貸住宅等建替事業助成金 66,104

28 保存樹等保護助成金 305

29 交通安全推進協議会助成金 1,200

30 交通安全協会助成金 300

31 婦人団体協議会助成金 800

32 Ｐ・Ｔ・Ａ協議会助成金 300

33 文化協会助成金 150

34 門真市体育協会助成金 700
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35 門真市スポーツ少年団本部助成金 150

36 子ども会育成連合会助成金 700

37 青年協会助成金 300

38 少年少女合唱団助成金 150

39 ボーイスカウト協議会助成金 150

  助成金合計 113,800

1 職員厚生事業還付交付金 5,377

2 小企業事業資金融資利子補給交付金 175

3 公害防止資金融資利子補給交付金 75

4 小企業事業資金融資等信用保証料補給交付金 440

5 私立幼稚園児保護者補助金事務費交付金 100

6 青少年問題協議会交付金 1,100

  交付金合計 7,267

   

 総合計 744,682
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